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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　内容液が収容された容器体に装着される吐出器本体と、
　前記吐出器本体の前方に配設され、前記内容液を吐出する吐出孔が形成されたノズル部
と、を備え、
　前記吐出器本体は、
　上下方向に延在し、前記容器体内の内容液を吸上げる縦供給筒部と、
　前記縦供給筒部の前方に配設され、前記縦供給筒部に形成された上側連絡孔を通じて前
記縦供給筒部内の内容液を前記吐出孔に導く射出筒部と、
　前記縦供給筒部の前方に前方付勢状態で後方に揺動自在に配設されたトリガー部と、
　前記トリガー部の揺動に連動して前後方向に移動するピストンと、
　前記ピストンの移動に伴って内部が加圧および減圧し、かつ内部が前記縦供給筒部に形
成された下側連絡孔を通じて前記縦供給筒部内に連通したシリンダと、
　前記シリンダ内と前記容器体内との、前記縦供給筒部内を通じた連通およびその遮断を
切り替える切替弁と、を有し、
　前記縦供給筒部内において、前記上側連絡孔と前記下側連絡孔との間に位置する部分に
は、上下方向に移動する球状の移動体が設けられている、トリガー式液体吐出器。
【請求項２】
　前記ノズル部が、内周面が前記吐出孔となるノズル筒をさらに有し、
　前記ノズル筒のノズル軸に沿う断面視において、前記ノズル筒の内周面が全周にわたっ



(2) JP 6979894 B2 2021.12.15

10

20

30

40

50

て前記ノズル軸方向に延びている、請求項１に記載のトリガー式液体吐出器。
【請求項３】
　前記容器体が正立姿勢および倒立姿勢のいずれにおいても、前記容器体内の内容液を前
記縦供給筒部内に供給可能とする正倒立両用機構をさらに備え、
　前記縦供給筒部内に、上方移動した前記移動体を下方に向けて付勢する付勢部材が設け
られている、請求項１または２に記載のトリガー式液体吐出器。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、トリガー式液体吐出器に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来から、下記特許文献１に示されるようなトリガー式液体吐出器が知られている。こ
のトリガー式液体吐出器は、内容液が収容された容器体に装着される吐出器本体と、吐出
器本体の前方に配設され、内容液を吐出する吐出孔が形成されたノズル部と、を備える。
また、吐出器本体は、縦供給筒部と、射出筒部と、トリガー部と、ピストンと、シリンダ
と、を有している。
　縦供給筒部は容器体内の内容液を吸上げ、射出筒部は縦供給筒部内の内容液を吐出孔に
導く。トリガー部は縦供給筒部の前方に前方付勢状態で後方に揺動自在に配設され、ピス
トンはトリガー部の揺動に連動して前後方向に移動し、シリンダはピストンの移動に伴っ
て内部が加圧および減圧し、かつ内部が縦供給筒部内に連通している。
　この構成により、トリガー部が後方に揺動すると、吐出孔から内容液が吐出される。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００７－１７５６０９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　この種のトリガー式液体吐出器では、ノズル部の先端から内容液が垂れる液だれの発生
を抑制することが求められている。
【０００５】
　本発明はこのような事情を考慮してなされ、液だれの発生を抑制したトリガー式液体吐
出器を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　上記課題を解決するために、本発明の一態様に係るトリガー式液体吐出器は、内容液が
収容された容器体に装着される吐出器本体と、前記吐出器本体の前方に配設され、前記内
容液を吐出する吐出孔が形成されたノズル部と、を備え、前記吐出器本体は、上下方向に
延在し、前記容器体内の内容液を吸上げる縦供給筒部と、前記縦供給筒部の前方に配設さ
れ、前記縦供給筒部に形成された上側連絡孔を通じて前記縦供給筒部内の内容液を前記吐
出孔に導く射出筒部と、前記縦供給筒部の前方に前方付勢状態で後方に揺動自在に配設さ
れたトリガー部と、前記トリガー部の揺動に連動して前後方向に移動するピストンと、前
記ピストンの移動に伴って内部が加圧および減圧し、かつ内部が前記縦供給筒部に形成さ
れた下側連絡孔を通じて前記縦供給筒部内に連通したシリンダと、前記シリンダ内と前記
容器体内との、前記縦供給筒部内を通じた連通およびその遮断を切り替える切替弁と、を
有し、前記縦供給筒部内において、前記上側連絡孔と前記下側連絡孔との間に位置する部
分には、上下方向に移動する球状の移動体が設けられている。
【０００７】
　上記態様によれば、縦供給筒部内における上側連絡孔と下側連絡孔との間に位置する部
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分に、移動体が設けられている。このため、内容液がシリンダ内から下側連絡孔を通じて
射出筒部に向かう際に、移動体は内容液の流動圧によって上昇する。そして、内容液が吐
出孔から吐出されると、移動体は自重などによって下方に向けて復元変位する。この復元
変位に伴って射出筒部内に負圧が生じるため、吐出孔近傍の内容液を、射出筒部内に向け
て吸引する（サックバックする）ことができる。このようなサックバック機構を設けるこ
とで、液だれの発生を抑制することができる。
【０００８】
　ここで、前記ノズル部が、内周面が前記吐出孔となるノズル筒をさらに有し、前記ノズ
ル筒のノズル軸に沿う断面視において、前記ノズル筒の内周面が全周にわたって前記ノズ
ル軸方向に延びていてもよい。
【０００９】
　この場合には内容液がノズル筒の内周面を伝って外部に向けて流動しやすくなるが、先
述の通りサックバック機構を設けることにより液だれの発生を抑制することができる。
【００１０】
　また、前記容器体が正立姿勢および倒立姿勢のいずれにおいても、前記容器体内の内容
液を前記縦供給筒部内に供給可能とする正倒立両用機構をさらに備え、前記縦供給筒部内
に、上方移動した前記移動体を下方に向けて付勢する付勢部材が設けられていてもよい。
【００１１】
　この場合、正倒立両用機構によって、容器体が正立姿勢および倒立姿勢のいずれにおい
ても、内容液を吐出させることができる。
　また、容器体が倒立姿勢で使用された場合でも、付勢部材によって移動体が付勢される
ことで、内容液を吐出後に移動体が復元変位し、上述のサックバック効果を生じさせるこ
とができる。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明の上記態様によれば、液だれの発生を抑制したトリガー式液体吐出器を提供する
ことができる。
【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】第１実施形態に係るトリガー式液体吐出器の縦断面図である。
【図２】第２実施形態に係るトリガー式液体吐出器の縦断面図である。
【図３】図２の正倒立両用機構近傍の拡大図である。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
（第１実施形態）
　以下、第１実施形態に係るトリガー式液体吐出器１Ａについて、図面を参照して説明す
る。
　図１に示されるように、トリガー式液体吐出器１Ａは、内容液が収容された容器体Ａに
装着され、内容液を吸上げる縦供給筒部１０を有する吐出器本体２と、内容液を吐出させ
る吐出孔４ａが形成されたノズル部３と、を備えている。吐出器本体２は、縦供給筒部１
０と、射出筒部１１と、装着キャップ１４と、トリガー部５１と、ピストン５２と、シリ
ンダ５３と、を有している。
【００１５】
（方向定義）
　ここで、本実施形態では、縦供給筒部１０の中心軸線Ｏ１に沿う方向を上下方向といい
、上下方向に沿って容器体Ａ側を下方、その反対側を上方という。また、上下方向から見
た平面視において、中心軸線Ｏ１に交差する方向を径方向といい、径方向のうちの一方向
を前後方向といい、上下方向および前後方向の双方に直交する方向を左右方向という。ま
た、中心軸線Ｏ１に沿うトリガー式液体吐出器１Ａの断面を縦断面という。
　前後方向のうち、縦供給筒部１０から射出筒部１１が延びる方向を前方といい、その反
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対方向を後方という。ノズル部３は、吐出器本体２の前方に配設されている。本実施形態
では、中心軸線Ｏ１が、容器体Ａの中心軸に対して後方に偏心している。
【００１６】
　装着キャップ１４は、容器体Ａの口部Ａ１に装着（例えば螺着）される。
　射出筒部１１は、前後方向に沿って配設され、縦供給筒部１０内の液体を吐出孔４ａに
導く。トリガー部５１は、縦供給筒部１０の前方に前方付勢状態で後方に揺動自在に配設
されている。吐出器本体２は、トリガー部５１の後方への揺動によって、液体を縦供給筒
部１０内から射出筒部１１内を通じて吐出孔４ａ側に向けて流通させるトリガー機構５０
を備えている。
【００１７】
　縦供給筒部１０は、上下方向に延在する有頂筒状の外筒１２と、外筒１２内に嵌合され
た内筒１３と、を備えている。
　外筒１２は、大径部１２ａと、大径部１２ａの上方に配置され、かつ大径部１２ａより
も縮径した小径部１２ｂと、大径部１２ａの上端部と小径部１２ｂの下端部とを連結する
フランジ部１２ｃと、を備えている。小径部１２ｂの上端開口部は、外筒１２の頂壁部１
２ｄによって塞がれている。頂壁部１２ｄには、下方に向けて延びる軸部１２ｅが形成さ
れている。軸部１２ｅの下端部は、上下方向において、後述する上側連絡孔１７と同等の
位置に配置されている。軸部１２ｅは、円柱状に形成され、中心軸線Ｏ１と同軸上に配置
されている。
【００１８】
　外筒１２において、射出筒部１１よりも下方に位置する部分には、前方に向けて突出す
るシリンダ用筒部４０が一体に形成されている。シリンダ用筒部４０は、前方に向けて開
口するとともに、部分的に外筒１２のフランジ部１２ｃと一体に形成されている。
　内筒１３は、大径部１３ａと、大径部１３ａの上方に配置され、かつ大径部１３ａより
も縮径した小径部１３ｂと、大径部１３ａの上端部と小径部１３ｂの下端部とを連結する
フランジ部１３ｃと、を備えている。
【００１９】
　内筒１３のフランジ部１３ｃは、外筒１２のフランジ部１２ｃとの間に隙間Ｓ１を確保
した状態で、外筒１２のフランジ部１２ｃよりも下方に位置している。内筒１３の大径部
１３ａの外周面には、径方向外側に向けて突出する環状の鍔部１３ｄが形成されている。
鍔部１３ｄは、内筒１３の大径部１３ａのうち、外筒１２の大径部１２ａから下方に突出
した部分に形成されている。鍔部１３ｄは、装着キャップ１４の上端部内に配設され、装
着キャップ１４の上端部に回転自在に係止されている。鍔部１３ｄは、下方にパッキンを
介在させた状態で装着キャップ１４と容器体Ａの口部Ａ１における上端開口縁とにより上
下方向に挟まれる。
【００２０】
　内筒１３の内周面の上下方向における中間部には、径方向内側に向けて突出する環状の
テーパ筒部３５が形成されている。テーパ筒部３５は、下方に向かうに従って漸次縮径し
ている。テーパ筒部３５の内側には、テーパ筒部３５の内周面に離反可能に着座する球状
の切替弁３６が配置されている。切替弁３６は、内筒１３内において、テーパ筒部３５よ
りも上方に位置する空間と、テーパ筒部３５よりも下方に位置する空間と、を連通および
遮断する。これにより、切替弁３６は、シリンダ５３内と容器体Ａ内との縦供給筒部１０
内を通じた連通およびその遮断を切り替える。
　内筒１３の内周面のうち、テーパ筒部３５よりも下方に位置する部分には、パイプ１５
が嵌合されている。パイプ１５の下端部は、容器体Ａの底部近傍で開口している。
【００２１】
　射出筒部１１は、縦供給筒部１０から前方に向けて突出している。射出筒部１１の後端
部は、縦供給筒部１０における上端部の前側に接続されている。射出筒部１１の内部は、
外筒１２に形成された外側連絡孔１６、および内筒１３に形成された上側連絡孔１７を通
じて縦供給筒部１０の内部に連通している。射出筒部１１は、外側連絡孔１６および上側
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連絡孔１７を通じて、縦供給筒部１０内の内容液を吐出孔４ａに導く。
【００２２】
　トリガー機構５０は、切替弁３６と、トリガー部５１の揺動に連動して前後方向に移動
するピストン５２と、ピストン５２の移動に伴って内部が加圧および減圧し、かつ内部が
縦供給筒部１０内に連通したシリンダ５３と、を有している。
【００２３】
　シリンダ５３は、前方に向けて開口する外筒部６０と、外筒部６０の後端開口部を塞ぐ
後壁部６１と、後壁部６１の中央部分から前方に向けて突設されるとともに前端が閉塞さ
れたピストンガイド６２と、外筒部６０の前端開口縁から外筒部６０の径方向における外
側に突出するフランジ部５３ａと、を備えている。
【００２４】
　シリンダ５３は、縦供給筒部１０に装着されている。本実施形態では、シリンダ５３の
外筒部６０が、縦供給筒部１０のシリンダ用筒部４０における内側に嵌合されている。後
壁部６１の後端面は、シリンダ用筒部４０における後壁（縦供給筒部１０の小径部１２ｂ
）に前方から当接している。シリンダ用筒部４０における後壁には、前方に向けて突設さ
れた嵌合突部４１が形成されている。ピストンガイド６２は、内側が後方に開口しており
、この開口内に嵌合突部４１が嵌合されている。
　シリンダ用筒部４０の内周面と外筒部６０の外周面とは、前後方向の両端部において密
接している。その一方、シリンダ用筒部４０の内周面と外筒部６０の外周面との間のうち
、前後方向の両端部同士の間に位置する中間部に、環状の隙間Ｓ２が確保されている。
【００２５】
　外筒部６０には、外筒部６０の内側と上記隙間Ｓ２とを連通させる第１通気孔６３が形
成されている。外筒１２のフランジ部１２ｃには、上記隙間Ｓ２と、外筒１２のフランジ
部１２ｃと内筒１３のフランジ部１３ｃとの間に画成された隙間Ｓ１と、を連通させる第
２通気孔６４が形成されている。さらに、内筒１３のフランジ部１３ｃには、上記隙間Ｓ
１と、装着キャップ１４の内側と、を連通させる第３通気孔６５が形成されている。
【００２６】
　シリンダ５３の後壁部６１のうち、ピストンガイド６２の上方に位置する部分には、後
壁部６１を前後方向に貫く貫通孔６６が形成されている。貫通孔６６の開口周縁部には、
後方に向けて突出する筒部が形成されており、この筒部が、外筒１２の小径部１２ｂの孔
の内側に嵌合されている。貫通孔６６は、縦供給筒部１０の内筒１３に形成された下側連
絡孔６７を通じて、内筒１３内のうち、後述する移動体３０と切替弁３６との間に位置す
る空間に連通している。
【００２７】
　これにより、シリンダ５３の内側は、貫通孔６６および下側連絡孔６７を通じて、縦供
給筒部１０内のうち、移動体３０と切替弁３６との間に位置する空間に連通している。移
動体３０は、射出筒部１１内とシリンダ５３内との連通およびその遮断を切替え、切替弁
３６は、容器体Ａ内とシリンダ５３内との連通およびその遮断を切替える。
【００２８】
　ピストン５２は、トリガー部５１に連結される円柱状の連結部７０と、連結部７０より
も後方に位置し、連結部７０よりも大径とされたピストン筒７１と、を備え、全体として
後方に開口した筒状に形成されている。
　なお、シリンダ５３およびピストン５２は、前後方向に沿って延びる図示しない共通の
軸線上に配置されている。
【００２９】
　ピストン筒７１は、後方に向けて開口し、かつ内部にピストンガイド６２が挿入される
ピストン本体部７２と、ピストン本体部７２の後端部からその径方向の外側に向けて突出
するフランジ部７４と、フランジ部７４の径方向における外端部から前方および後方に突
出し、かつ外筒部６０の内周面に密に当接する摺動筒部７３と、を備えている。
【００３０】
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　ピストン本体部７２の内径は、ピストンガイド６２の外径よりも大きい。図示の例では
、ピストン本体部７２の内周面とピストンガイド６２の外周面との間には、若干の隙間が
設けられている。
　フランジ部７４は前後方向から見て環状に形成されており、ピストン本体部７２と摺動
筒部７３とを連結している。
　摺動筒部７３は、前後方向の中央部から前方および後方に向かうに従って漸次拡径する
テーパ状に形成され、前後方向の両端部に位置するリップ部７３ａが外筒部６０の内周面
に当接している。
【００３１】
　ピストン５２の連結部７０は、後述する連結軸８６を介してトリガー部５１に連結され
ている。これにより、ピストン５２は、トリガー部５１とともに後述する弾性部材５４の
付勢力によって前方に付勢されているとともに、トリガー部５１の後方への揺動に伴って
後方に移動してシリンダ５３内に押し込まれる。
【００３２】
　また、トリガー部５１が、その揺動しうる範囲のうち最前方の位置（以降、待機位置と
いう）にあるときに、ピストン５２の摺動筒部７３は第１通気孔６３を閉塞している。そ
して、トリガー部５１の後方への揺動によってピストン５２が所定量だけ後方に移動した
ときに、摺動筒部７３が第１通気孔６３を開放する。これにより、容器体Ａの内部は、第
３通気孔６５、隙間Ｓ１、第２通気孔６４、隙間Ｓ２、および第１通気孔６３を通じて外
部に連通する。
【００３３】
　トリガー部５１は、射出筒部１１から下方に向けて延設されるとともに、トリガー部５
１の上端部を中心に揺動自在に支持されている。トリガー部５１は、左右方向から見て後
方に向けて凹状に湾曲する前面を有する主板部材８０と、主板部材８０の左右の側縁部か
ら後方に向けて起立する一対の側板部材８１と、を備えている。
【００３４】
　一対の側板部材８１の上端部には、射出筒部１１の側方に至るまで上方に延出し、射出
筒部１１を左右方向から挟み込む一対の連結板８２が形成されている。一対の連結板８２
には、左右方向の外側に向けて突出する回転軸部８３がそれぞれ突設されている。これら
回転軸部８３は、後述する上板部材８４の一対の軸受け部８４ｂに回動可能に支持されて
いる。これにより、トリガー部５１は、回転軸部８３を中心に前後方向に揺動自在に支持
されている。
【００３５】
　トリガー部５１には、主板部材８０を前後方向に貫通する開口部５１ａが形成されてい
るとともに、開口部５１ａの周縁部から後方に向けて延びる連結筒８５が形成されている
。
　連結筒８５の内周面のうち後方に位置する部分には、連結筒８５の内側に向けて左右方
向に沿って突出した一対の連結軸８６が形成されている。一対の連結軸８６は、ピストン
５２の連結部７０に形成された連結孔内に各別に挿入されている。これにより、トリガー
部５１とピストン５２とは、互いに連結されている。なお、連結部７０の左右方向におけ
る両側面から、左右方向の内側に向けて窪む一対の連結凹部を形成し、この一対の連結凹
部内に一対の連結軸８６を各別に挿入することで、トリガー部５１とピストン５２とを連
結してもよい。
【００３６】
　なお、ピストン５２の連結部７０は、連結軸８６に対してその軸線回りに回動可能とさ
れ、かつ上下方向で所定量だけ移動可能に連結されている。これにより、トリガー部５１
の前後方向への揺動に伴って、ピストン５２は前後方向に移動可能とされている。
【００３７】
　射出筒部１１の上面には上板部材８４が取り付けられている。上板部材８４は、上下方
向から見て略矩形状に形成され、かつ射出筒部１１の上面に固定された上面板８４ａと、
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上面板８４ａの左右方向の両端部から、下方に向けて各別に突出する一対の弾性部材５４
および一対の軸受け部８４ｂと、を備える。一対の弾性部材５４は、互いに同一形状をな
している。また、一対の軸受け部８４ｂは、互いに同一形状をなしている。一対の弾性部
材５４は、トリガー部５１および射出筒部１１の左右方向の両側に各別に配置されるとと
もに、トリガー部５１を前方付勢状態で支持している。
　なお、本実施形態では上面板８４ａと、一対の軸受け部８４ｂと、一対の弾性部材５４
と、が一体に形成されているが、それぞれが別体として形成されていてもよい。
【００３８】
　一対の弾性部材５４は、左右方向から見て前方に凸の円弧状に形成され、射出筒部１１
の上端部からピストン５２における連結部７０の下端部まで上下方向に延在している。
　一対の弾性部材５４は、上下方向に延びるとともに左右方向から見て同心の円弧状に形
成された主板ばね５４ａおよび副板ばね５４ｂと、これら板ばね５４ａ、５４ｂの上端部
同士を接続する固定部５４ｅと、これら板ばね５４ａ、５４ｂの下端部同士を接続する折
り返し部５４ｃと、折り返し部５４ｃから下方に向けて突設された係止部５４ｄと、を備
えている。
【００３９】
　主板ばね５４ａは副板ばね５４ｂよりも前方に位置している。折返し部５４ｃは下方に
向けて突の円弧状に形成されている。
　係止部５４ｄは、トリガー部５１の側板部材８１に形成されたポケット部８１ａに上方
から差し込まれて、このポケット部８１ａに係止されている。これにより、弾性部材５４
は、係止部５４ｄおよびポケット部８１ａを介してトリガー部５１を前方付勢状態で支持
している。
【００４０】
　固定部５４ｅは、折り返し部５４ｃと同様の円弧状に形成されている。固定部５４ｅは
上面板８４ａに固定されており、上面板８４ａは射出筒部１１に固定されている。このた
め、主板ばね５４ａおよび副板ばね５４ｂは、射出筒部１１に固定された固定部５４ｅを
固定端として弾性変形する。
【００４１】
　一対の軸受け部８４ｂは、一対の弾性部材５４よりも後方に配置されている。一対の軸
受け部８４ｂは後方に向けて開口するＣ字状に形成されており、トリガー部５１の回転軸
部８３を回転可能に支持している。
【００４２】
　なお、トリガー部５１が待機位置から後方に向けて牽引されると、弾性部材５４はトリ
ガー部５１のポケット部８１ａおよび係止部５４ｄを介して後方に向けた力を受ける。こ
の力により、弾性部材５４は固定部５４ｅが固定された状態で折り返し部５４ｃが後方に
移動するように弾性変形させられる。このとき、主板ばね５４ａが副板ばね５４ｂよりも
大きく弾性変形する。
　また、係止部５４ｄは、弾性部材５４の弾性変形に伴ってポケット部８１ａに対して漸
次上方に移動するが、トリガー部５１が、その揺動しうる範囲のうち最後方の位置に至っ
てもポケット部８１ａへの係合状態を維持する。
【００４３】
　また、図１に示すように、吐出器本体２は、射出筒部１１に対して前方から装着されて
射出筒部１１の前端開口部１１ａを閉塞するとともに、射出筒部１１内と吐出孔４ａとを
連通する連通孔２５が形成された連結部材２０を備えている。
【００４４】
　連結部材２０は、射出筒部１１の前端開口部１１ａよりも前側に位置し、前端開口部１
１ａに対して対向配置された対向板部２１と、対向板部２１から後方に向けて延び、射出
筒部１１に外嵌された第１筒部２２と、対向板部２１から前方に向けて延びる第２筒部２
３と、第２筒部２３の内側に位置し、かつ対向板部２１から前方に向けて延びる中央突部
２４と、を備えている。
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【００４５】
　対向板部２１は前後方向から見て略矩形状に形成されている。中央突部２４は、第２筒
部２３よりも前方に突出することなく、第２筒部２３の内側に収まるように形成されてい
る。
【００４６】
　第２筒部２３および中央突部２４は、射出筒部１１の中心軸線に対して下方に偏心した
位置に配置されている。連通孔２５は、対向板部２１のうち、中央突部２４の上方に位置
し、かつ第２筒部２３の内側に位置する部分に形成されている。連通孔２５は、対向板部
２１を前後方向に貫通している。これにより、第２筒部２３の内部は、連通孔２５を通じ
て射出筒部１１の内部に連通している。
【００４７】
　連結部材２０の第２筒部２３には、ノズル体１５２が装着されている。ノズル体１５２
は、前後方向を向く板状に形成されたノズル壁部１７０と、ノズル壁部１７０から後方に
向けて延び、第２筒部２３に対して前方から外嵌される外嵌筒部２２１と、を備えている
。
　なお、外嵌筒部２２１は、第２筒部２３に対して前方に抜け止めがされた状態で回転可
能に装着されている。つまり、ノズル体１５２は第２筒部２３の軸線回りに回転可能とさ
れている。
【００４８】
　ノズル壁部１７０のうち外嵌筒部２２１の内側に位置する部分には、連結部材２０の中
央突部２４に対して回転可能に外嵌する被支持筒部１７２が後方に向けて突設されている
。被支持筒部１７２の内周面には、前後方向に沿って延びる第１凹溝１７２ａが形成され
ている。
　ノズル壁部１７０の前面には、前方に向けて延びるノズル筒４が形成されている。ノズ
ル筒４の内周面は、先述の吐出孔４ａとされている。ノズル筒４の中心軸（以下、ノズル
軸Ｏ２という）に沿う断面視において、吐出孔４ａは、全周にわたってノズル軸Ｏ２方向
に延びている。吐出孔４ａは、平滑に形成されている。
【００４９】
　中央突部２４の外周面における前端部には、第１凹溝１７２ａと吐出孔４ａを連通可能
な第２凹溝１８２ａが形成されている。第１凹溝１７２ａと第２凹溝１８２ａとは、ノズ
ル体１５２の、中央突部２４回りに沿う所定の回転位置で連通し、それ以外の回転位置で
非連通状態となる。
　なお、被支持筒部１７２と外嵌筒部２２１との間には、第２筒部２３の内側に密接する
シール筒部１７８が設けられている。
【００５０】
　第２筒部２３と、ノズル体１５２の被支持筒部１７２と、の間には、筒状の通過空間１
８３が形成されている。通過空間１８３は、上述した第１凹溝１７２ａおよび第２凹溝１
８２ａが互いに連通したときに、第１凹溝１７２ａ、第２凹溝１８２ａを通じて吐出孔４
ａに連通する。
【００５１】
　ここで、本実施形態のトリガー式液体吐出器１Ａでは、縦供給筒部１０内において、上
側連絡孔１７と下側連絡孔６７との間に位置する部分には、移動体３０および台座３１が
設けられている。台座３１は、下方に向かうに従って漸次縮径する筒状に形成されている
。台座３１は、下側連絡孔６７および切替弁３６よりも上方に配置されている。台座３１
の外周縁には、上下方向に延びる筒状の取付部３２が設けられている。取付部３２は、縦
供給筒部１０の内筒１３の上端部内に嵌合されている。これにより、台座３１は縦供給筒
部１０内に固定されている。取付部３２の上端部は、上側連絡孔１７よりも下方に位置し
ている。
【００５２】
　移動体３０は、台座３１、切替弁３６、貫通孔６６、および下側連絡孔６７よりも上方
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に位置している。貫通孔６６および下側連絡孔６７は、上下方向において、移動体３０と
切替弁３６との間に位置している。
　移動体３０は、切替弁３６と略同径の球状に形成されている。移動体３０の材質として
は、金属や合成樹脂などを用いることができる。本実施形態の移動体３０は、ステンレス
鋼（ＳＵＳ）により形成されている。移動体３０の外径は取付部３２の内径よりも小さく
、台座３１の下端部の内径よりも大きい。移動体３０は、台座３１の内周面に、上方に離
間可能な状態で接触している。この構成により、移動体３０は、縦供給筒部１０内を上下
方向に移動可能であり、台座３１における上方の空間と下方の空間との連通および遮断を
切り替える。また、移動体３０および台座３１の形状は適宜変更してもよい。
【００５３】
　次に、上述のように構成されたトリガー式液体吐出器１Ａの作用について説明する。
　なお、以下の説明においては、トリガー部５１の複数回の操作によって、トリガー式液
体吐出器１Ａの各部内に内容液が充填され、縦供給筒部１０から内容液を吸い上げること
ができる状態になっているものとする。
【００５４】
　トリガー部５１を操作し、弾性部材５４の付勢力に抗して後方に揺動させると、このト
リガー部５１の後方への揺動に伴ってピストン５２が後方に向けて移動する。これにより
、シリンダ５３内の内容液が、貫通孔６６および下側連絡孔６７を通じて縦供給筒部１０
の内筒１３内に導入される。このとき、内筒１３内に導入された内容液は、その流動圧に
よって切替弁３６を押し下げて閉弁させるとともに、移動体３０を台座３１から上方に押
し上げる。これにより、シリンダ５３内と射出筒部１１とが連通し、内容液が上側連絡孔
１７および外側連絡孔１６を通じて射出筒部１１内に導入される。なお、移動体３０が軸
部１２ｅの下端に当接することで、移動体３０の上昇は停止する。
【００５５】
　射出筒部１１内に内容液が導入されることで、射出筒部１１の内圧が上昇する。これに
より、連通孔２５、通過空間１８３、第１凹溝１７２ａ、および第２凹溝１８２ａを通じ
て、吐出孔４ａから前方に向けて内容液を吐出あるいは噴射することができる。
【００５６】
　そして、トリガー部５１を解放すると、弾性部材５４の弾性復元力によってトリガー部
５１が前方に付勢されて待機位置に復帰するので、これに伴ってピストン５２が前方移動
する。このため、シリンダ５３内に負圧が生じ、この負圧によってパイプ１５を通じて容
器体Ａ内の内容液を縦供給筒部１０内に吸い上げることができる。
　すると、新たに吸い上げられた内容液は、切替弁３６を押し上げて開弁させ、シリンダ
５３内に導入される。これにより、次の吐出に備えることができる。
【００５７】
　また、吐出孔４ａからの内容液の吐出が停止すると、縦供給筒部１０内の移動体３０は
、自重によって下方に向けて復元変位する。このとき、射出筒部１１内には負圧が生じる
ため、この負圧によって吐出孔４ａ近傍の内容液を射出筒部１１内に吸引することができ
る。このように、移動体３０の復元変位に伴って内容液を吸引することで、吐出孔４ａか
ら内容液が垂れてしまうことが抑えられる。
【００５８】
　以上説明したように、本実施形態によれば、縦供給筒部１０内において上側連絡孔１７
と下側連絡孔６７との間に位置する部分に、上下方向に移動する移動体３０が設けられて
いる。これにより、内容液を吐出した後にサックバック効果を生じさせて、液だれの発生
を抑制することができる。また、本実施形態ではノズル部３内にスピン溝を設けていない
ので、内容液を霧状に噴射する機構となっておらず、ノズル筒４の孔径やノズル筒４と連
結部材２０間の連通路の大きさ（孔径）などを調整して内圧を抑えて勢いのない状態で内
容液を直射状に吐出させる構造を採用している。このため、ノズル部３の先端からの液だ
れが発生しやすいが、上述のサックバク効果により、液だれの発生を抑えることができる
。
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　さらに、ノズル部３が、内周面が吐出孔４ａとなるノズル筒４を有しており、ノズル軸
Ｏ２に沿う断面視において、吐出孔４ａが全周にわたってノズル軸Ｏ２に沿って延びてい
る。このような構成では、内容液がノズル筒４の内周面を伝って外部に向けて流動しやす
くなるが、先述の通りサックバック機構を設けることにより、液だれの発生を抑制するこ
とができる。
【００５９】
（第２実施形態）
　次に、本発明に係る第２実施形態について説明するが、第１実施形態と基本的な構成は
同様である。このため、同様の構成には同一の符号を付してその説明は省略し、異なる点
についてのみ説明する。
　図２に示すように、本実施形態のトリガー式液体吐出器１Ｂは、第１実施形態のトリガ
ー式液体吐出器１Ａに加え、付勢部材８および正倒立両用機構９を備えている。
【００６０】
　付勢部材８は、縦供給筒部１０内において、外筒１２の頂壁部１２ｄと移動体３０との
間に配置されている。付勢部材８は、移動体３０が上方移動したときに、移動体３０を下
方に向けて付勢する。付勢部材８としては、コイルバネや合成樹脂製のバネなどを用いる
ことができる。
【００６１】
　図３に示すように、本実施形態のトリガー式液体吐出器１Ｂは、縦供給筒部１０とパイ
プ１５とを接続する接続部９０を有している。接続部９０は、装着キャップ１４の内側に
設けられている。接続部９０は、嵌合筒部９１と、上板部９２と、周壁部９３と、下板部
９４と、取付筒部９５と、弁座部９６と、を有している。
　嵌合筒部９１は、内筒１３の小径部１３ｂ内に嵌合されている。上板部９２は、嵌合筒
部９１の外周面から径方向外側に延びている。周壁部９３は、上板部９２の外周縁から下
方に延びている。下板部９４は、周壁部９３の下端開口部を閉塞している。取付筒部９５
は、下板部９４から下方に向けて延びている。取付筒部９５の内部には、パイプ１５の上
端部が取り付けられている。弁座部９６は、筒状に形成され、周壁部９３内に設けられて
いる。
【００６２】
　弁座部９６は、上下方向に延びており、下方に向かうに従って漸次縮径している。上板
部９２、周壁部９３、および弁座部９６により、上下方向に延びる弁室９７が画成されて
いる。弁座部９６の内側（弁室９７内）には、弁座部９６の下端開口部（以下、倒立時連
通孔９６ａという）を開放可能に閉塞する弁体９８が配設されている。弁体９８は、球状
に形成され、弁室９７内を上下方向に移動可能となっている。弁座部９６と下板部９４と
の間には、倒立時流路Ｒ２が設けられている。倒立時流路Ｒ２は、倒立時連通孔９６ａを
通じて、弁室９７内に連通している。なお、容器体Ａが正立姿勢にある場合には、弁体９
８が弁座部９６に着座しているため、弁室９７と倒立時流路Ｒ２との倒立時連通孔９６ａ
を通じた連通は遮断される。
　また、接続部９０には、周壁部９３を径方向に貫通する倒立時供給孔９３ａが形成され
ている。倒立時供給孔９３ａは、装着キャップ１４内と弁室９７とを連通させる。倒立時
供給孔９３ａは、パイプ１５の不図示の下端開口（正立時供給孔）よりも上方に位置して
いる。
【００６３】
　また、接続部９０には、下板部９４を上下方向に貫通する貫通孔９４ａと、下板部９４
から上方に向けて延びる接続筒部９９と、が形成されている。接続筒部９９は、貫通孔９
４ａを径方向外側から囲っている。接続筒部９９の内部（以下、共通流路Ｒ１という）は
貫通孔９４ａを通じて、パイプ１５内に連通している。
　また、接続筒部９９の周壁には、開口部９９ａが設けられており、この開口部９９ａを
通じて共通流路Ｒ１と倒立時流路Ｒ２とが連通している。すなわち、共通流路Ｒ１は、パ
イプ１５内および倒立時流路Ｒ２の双方に連通している。
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【００６４】
　次に、以上のように構成されたトリガー式液体吐出器１Ｂの作用について説明する。
【００６５】
　まず、容器体Ａが正立時の各部の動作について説明する。
　トリガー部５１を操作すると、第１実施形態と同様に、ピストン５２およびシリンダ５
３の作用によって、シリンダ５３内が負圧となる。これにより、パイプ１５の下端開口部
（正立時供給孔）を通じて内容液が吸い上げられる。このとき内容液は、パイプ１５、下
板部９４の貫通孔９４ａ、共通流路Ｒ１、および嵌合筒部９１内を通じて、縦供給筒部１
０内に流入する。
　内容液が縦供給筒部１０内に吸い上げられる際、倒立時流路Ｒ２内は負圧となる。この
ため、弁体９８は倒立時連通孔９６ａを上方から閉塞した状態となる。このように、正倒
立両用機構９は、容器体Ａの正立時に、倒立時連通孔９６ａを通じた容器体Ａと縦供給筒
部１０内との連通を遮断する。
【００６６】
　トリガー部５１の操作を繰り返すと、第１実施形態と同様に、内容液が射出筒部１１に
向かう。このとき、内容液は付勢部材８の付勢力に抗して移動体３０を押し上げる。その
後、内容液は、射出筒部１１および吐出孔４ａを通じて吐出される。吐出が停止されると
、移動体３０の自重および付勢部材８の付勢力によって、移動体３０が復元変位する。移
動体３０の復元変位に伴い、射出筒部１１内が負圧となり、吐出孔４ａ近傍の内容液を吸
い込むことができる。
【００６７】
　次に、容器体Ａが倒立時の各部の動作について説明する。
　容器体Ａを倒立姿勢とすると、内容液が装着キャップ１４内に溜まった状態となる。ま
た、弁体９８は自重によって弁室９７内を上方に移動するため、倒立時連通孔９６ａを通
じて弁室９７内と倒立時流路Ｒ２とが連通する。弁室９７は、倒立時供給孔９３ａを通じ
て装着キャップ１４内（容器体Ａ内）に連通している。このように、正倒立両用機構９は
、容器体Ａの倒立時に、倒立時連通孔９６ａを通じて装着キャップ１４内と縦供給筒部１
０内とを連通させる。この状態でトリガー部５１を操作すると、装着キャップ１４内の内
容液が、先述の倒立時供給孔９３ａ、弁室９７、および倒立時流路Ｒ２を通じて、共通流
路Ｒ１内に流入する。トリガー部５１の操作を繰り返すと、容器体Ａが正立時の場合と同
様に、内容液が縦供給筒部１０および射出筒部１１を通じて、吐出孔４ａから吐出される
。このとき、内容液は移動体３０を台座３１から押し上げる。
　内容液の吐出が停止すると、付勢部材８の付勢力によって、移動体３０が復元変位する
。これにより、射出筒部１１内が負圧となり、吐出孔４ａ近傍の内容液を吸い込むことが
できる。
【００６８】
　以上説明したように、本実施形態のトリガー式液体吐出器１Ｂは、容器体Ａの正立時に
容器体Ａ内と縦供給筒部１０内との連通を遮断し、かつ容器体Ａの倒立時に容器体Ａ内と
縦供給筒部１０内とを連通させる正倒立両用機構９を備えている。このため、容器体Ａが
正立姿勢および倒立姿勢のいずれにおいても、容器体Ａ内の内容液を縦供給筒部１０内に
供給して吐出孔４ａから吐出させることができる。
【００６９】
　さらに、縦供給筒部１０内には、移動体３０を下方に向けて付勢する付勢部材８が設け
られている。このため、容器体Ａが倒立姿勢で用いられた場合にも、付勢部材８の付勢力
によって、内容液が押し上げた移動体３０を復元変位させることができる。従って、移動
体３０の復元変位に伴って射出筒部１１内に負圧を発生させて、吐出孔４ａ近傍の内容液
を吸引（サックバック）して液だれの発生を抑制することができる。
【００７０】
　なお、本発明の技術的範囲は前記実施の形態に限定されず、本発明の趣旨を逸脱しない
範囲において種々の変更を加えることが可能である。
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【００７１】
　例えば、正倒立両用機構９の構成は図３の例に限らず、正立姿勢および倒立姿勢のいず
れにおいても内容液を縦供給筒部１０に供給可能な構成であれば適宜変更してもよい。
　また、前記実施形態では台座３１と内筒１３とが別体に形成されていたが、これらは一
体に形成されていてもよい。この場合、台座３１が内筒１３の内周面から径方向内側に向
けて突出していてもよい。
　また、ノズル筒４内に、吐出される内容液の勢いを抑える突部を設けてもよい。
【００７２】
　また、前記実施形態ではノズル体１５２とノズル筒４とが一体に形成されていたが、こ
れらは別体であってもよい。
　また、前記実施形態におけるノズル筒４に、別体のノズル部材を嵌合させてもよい。
　また、前記実施形態におけるノズル筒４は、直線状のノズル軸Ｏ２に沿って延びている
が、例えばノズル筒４の先端部を上方や下方に曲がった形状にする（ノズル軸Ｏ２を湾曲
させる）ことで、内容液の吐出方向を適宜変更してもよい。
　また、ノズル部３には、ノズル筒４の先端部を開閉可能に覆う蓋体が設けられていても
よい。この場合、蓋体はノズル体１５２などに対してヒンジにより接続され、ノズル体１
５２などと一体に形成されていてもよい。あるいは、蓋体はノズル体１５２などと別体で
あってもよい。
【００７３】
　その他、本発明の趣旨を逸脱しない範囲で、上記した実施の形態における構成要素を周
知の構成要素に置き換えることは適宜可能であり、また、上記した実施形態や変形例を適
宜組み合わせてもよい。
【符号の説明】
【００７４】
　１Ａ、１Ｂ…トリガー式液体吐出器　２…吐出器本体　３…ノズル部　４…ノズル筒　
４ａ…吐出孔　８…付勢部材　９…正倒立両用機構　１０…縦供給筒部　１１…射出筒部
　１７…上側連絡孔　３６…切替弁　５１…トリガー部　５２…ピストン　５３…シリン
ダ　６７…下側連絡孔　Ａ…容器体　Ｏ２…ノズル軸
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